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株主の皆様へ

代表取締役会長兼CEO 代表取締役社長兼COO

　株主の皆様には、平素より格別のご支援
並びにご愛顧を賜り、厚くお礼申しあげま
す。
　さて、ここに当社第57期第 2四半期累計
期間の概況につきましてご報告申しあげま
す。
　当期間におけるわが国経済は、平成23年
3 月11日に発生した東日本大震災により甚
大な被害を受けましたが、製造業の懸命の
努力によるサプライチェーン（供給網）の
回復により生産・輸出体制が整い、また、
個人消費においても震災直後の自粛ムード
が緩和される中、猛暑や節電対応の需要等
プラス要因もあり、景気は持ち直しの様相
を示し、持続的回復に向けて曙光が見えた

かに思われました。
　しかしながら、国内においては急激に進
行した円高や福島原発事故に起因する電力
供給、放射能問題、さらに、国外において
は欧米の膨張した財政問題や新興国のイン
フレ懸念等景気のマイナス要因が山積して
おり、今後の経済見通しは極めて不透明な
状況となっております。
　流通業界におきましても、震災直後は飲
料・食料品・防災用品を中心とした、また、
6月以降は気温上昇・節電対策による関連
商品の需要増により、消費は堅調な動きを
見せましたが、雇用・所得環境の改善が進
まないことなどもあり、今後の消費の伸び
悩みが懸念されております。

　こうした厳しい経営環境下、当社は当期
を過去 3 回に渉る「中期 3 カ年計画」の
「総仕上げの年」と位置づけ、平成20年度
よりスタートした「第三次中期 3 カ年計
画」を 1年延長し、お客様からも社会から
も従業員からも信頼される日本一のスー
パーマーケットを目指し、「スピード」と
「連携」をキーワードに、各種の改革施策
を着実に遂行すべく取り組んでおります。
　新規店舗として、 3 月に久宝寺駅前店
（大阪府）、 4 月に土佐堀店（大阪府）・奥
戸街道店（東京都）、 5 月に大崎ニューシ
ティ店（東京都）、 7 月に大淀中店（大阪
府）の 5店舗を出店いたしました。また、
既存店舗につきましては、太秦店、北赤羽
店、深川猿江店の 3店舗で改装を実施いた
しました。
　業績につきましては、震災時において緊
急時対応を行う一方、直後から営業体制の
立て直しに取り組むとともに、一時的に中
断していた販売促進の各種取組をいち早く
再開したこと、加えて 6月以降の気温上昇
や節電対策が追い風として作用したことも
あり、客数・客単価とも回復したこと、ま
た、前年同四半期に比し新規店舗の出店が
増えたこと等により、営業収益は2,485億
57百万円（前年同四半期比4.6％増）とな
りました。利益面につきましては、特需的
要素もありますが営業努力により粗利益率
が改善され、また、販売管理費の適正管理
に継続して取り組んだ結果、営業利益は58

億16百万円（前年同四半期比22.6％増）、
経常利益は56億95百万円（前年同四半期比
24.2％増）、四半期純利益は25億 2 百万円
（前年同四半期比0.1％減）となりました。
　部門別売上高は、生鮮食品部門が932億
20百万円（前年同四半期比3.9％増）、一般
食品部門1,051億50百万円（前年同四半期
比5.0％増）、生活関連用品部門228億51
百万円（前年同四半期比7.8％増）、衣料品
部門146億68百万円（前年同四半期比2.0％
増）、テナント部門52億96百万円（前年同
四半期比2.2％減）となりました。
　今後の流通業界におきましては、引き続
き厳しい雇用・所得環境の中、消費者の生
活防衛意識は依然として強く、また、少子
高齢化社会に急速に向かう状況下、企業間
競争の激化により、全国規模での業界再
編・淘汰が進むことが予測されます。
　当社では、このような厳しい経営環境を
踏まえて「第三次中期 3カ年計画」を 1年
延長し、「12の課題」の完遂に取り組むと
ともに、「次世代のライフコーポレーショ
ン」の姿とそれに相応した体制の構築を目
指して次期中期計画の策定に全員参画で取
り組んでおります。
　今後とも株主の皆様には変わらぬご支援、
ご指導を賜りますよう謹んでお願い申しあ
げます。

　　平成23年11月
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新規出店

　当上半期は、3月に久宝寺駅前店、4月に土佐堀店・奥戸街道店、5月に
大崎ニューシティ店、7月に大淀中店を新規出店いたしました。

奥戸街道店
東京都葛飾区

（平成23年4月　開店）

大崎ニューシティ店
東京都品川区

（平成23年5月　開店）

大淀中店
大阪市北区

（平成23年7月　開店）

土佐堀店
大阪市西区

（平成23年4月　開店）

 5店舗を新規出店

久宝寺駅前店
大阪府八尾市

（平成23年3月　開店）
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既存店舗の改装 トピックス

　当上半期は3店舗で、レイアウトの変更などを行い、よりお買い物がしやすいお店
づくりを目指しました。

　2月末より販売を開始したプライベートブランド商品は、約40アイテムとなりまし
た。お買い得な商品の開発をさらに進めています。

　50周年記念感謝品として、生鮮・食品から衣料
品・くらしの品まで数多く
の商品を販売しています。

 3店舗の大型改装を実施  プライベートブランド商品の開発

 50周年を記念した取組

第1弾、第2弾（右上）のポスター

「スマイルライフキャンペーン」

　お買い上げ金額合計5,000円以上で現金
10万円が当たるなどのキャンペーンを実施
しました。

太秦店　京都市右京区
（平成23年5月　改装）

北赤羽店　東京都北区
（平成23年8月　改装）

深川猿江店　東京都江東区
（平成23年8月　改装）
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社会環境活動 決算の概要

　省エネ・CO2削減の取組として、一部店舗
で「電力量計測機器」を設置し、電気使用状
況をいつでも確認できるようになりました。
専門アドバイザーによるエネルギー使用量削
減方法の指導・講習を通じて、全従業員に意
識付けを行っています。

　東日本大震災において、当社はライフライ
ンとしてのお店の役割を果たすため、震災直
後から営業のいち早い立て直しに取り組みま
した。また、被災された方々に、食料品・衣
料品・生活必需品などの物資を直接お届けし
ました。

　全店で義援金募金活動
を実施しました。

日差しを遮るカーテン 店内の一部照明をLEDに変更

閉店後の冷蔵・冷凍ショーケー
スにはナイトカバーを使用

 店舗の省エネ対策

 災害救援支援

■貸借対照表（平成23年 8 月31日現在）� （単位：百万円）

資産の部 負債の部

流動資産 流動負債
現金及び預金 9,763 支払手形及び買掛金 31,365
売掛金 2,441 短期借入金 16,877
商品 17,151 1年内返済予定の長期借入金 14,258
貯蔵品 63 未払法人税等 2,451
その他 9,088 賞与引当金 2,080
貸倒引当金 △� 2 販売促進引当金 1,796

その他 11,676
流動資産合計 38,505 流動負債合計 80,504

固定負債
固定資産 長期借入金 21,057

有形固定資産 退職給付引当金 4,205
建物（純額） 43,529 役員退職慰労引当金 333
土地 23,912 資産除去債務 2,142
その他（純額） 13,035 その他 8,215

固定負債合計 35,953
有形固定資産合計 80,477 負債合計 116,458

純資産の部
無形固定資産 2,962

株主資本
投資その他の資産 資本金 10,004
差入保証金 30,690 資本剰余金 12,003
その他 12,247 利益剰余金 29,685

自己株式 △� 3,344
投資その他の資産合計 42,937 株主資本合計 48,349

評価・換算差額等
固定資産合計 126,377 その他有価証券評価差額金 △� 84

土地再評価差額金 159
評価・換算差額等合計 75

純資産合計 48,424
資産合計 164,882 負債純資産合計 164,882

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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決算の概要 業績の推移

■損益計算書（平成23年 3 月 1 日から平成23年 8 月31日まで）� （単位：百万円）

■キャッシュ・フロー計算書（平成23年3月1日から平成23年8月31日まで）�（単位：百万円）

売上高 241,187
売上原価 177,062
売上総利益 64,124
営業収入 7,370
営業総利益 71,494
販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 24,235
賞与引当金繰入額 2,080
退職給付引当金繰入額 570
役員退職慰労引当金繰入額 15
その他 38,777
販売費及び一般管理費合計 65,678

営業利益 5,816
営業外収益

受取利息 148
受取配当金 21
その他 124
営業外収益合計 294

営業外費用
支払利息 391
その他 24
営業外費用合計 415

経常利益 5,695
特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 699
災害による損失 256
転貸損失 128
固定資産除却損 55
減損損失 45
店舗閉鎖損失 13
特別損失合計 1,199

税引前四半期純利益 4,495
法人税、住民税及び事業税 2,242
法人税等調整額 △� 249
法人税等合計 1,992
四半期純利益 2,502

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,876
投資活動によるキャッシュ・フロー △� 5,254
財務活動によるキャッシュ・フロー △� 7,289
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △� 667
現金及び現金同等物の期首残高 10,331
現金及び現金同等物の四半期末残高 9,663

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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店舗一覧

西陣店

壬生店西京極店

西七条店

寺
田
店

住吉店 南
住
吉
店

向日店

正雀店

江口店

毛馬店
本庄店

都島高倉店

桃山台店

箕面店

豊中店

岡町店

西
代
店

神
戸
駅
前
店

甲子園店

御影店

福崎店

豊津店 岸部店

豊里店

高槻城西店

深沢店

男山店
出屋敷店

寝屋川店
守口寺方店

門真店
茨田大宮店

横堤店

高井田店
学園前店

大和高田店

三郷店

国分店

新石切店菱江店

玉串店

友井店
生野
林寺店

長居店

なかもず店
初芝店

福田店
庭代台店
城山台店

北野田店

滝谷店

忠岡店 福泉店

深井店

八尾竹渕店

平野
西脇店

四天王寺店

下寺店

志紀店
喜連
瓜破店

天美店

恵我之荘店伊賀店

靱店

土佐堀店

歌島店

大淀中店

西大橋店 新深江店

関目店

太秦店

伏見深草店

新森店

御所店 大淀店

杭全店

泉尾店

西天下茶屋店

南津守店

加賀屋店

御崎店
新北島店

高石店

和泉大宮店

市岡店
大国町店

天神橋店

八尾店
久宝寺駅前店

深江橋店

服部店

三国橋店
庄内店

尼崎大西店

武庫川店

野田店

浜甲子園店
出来島店

此花伝法店

西九条店

今津駅前店

茨木小川店

吹田泉町店

新大阪店 崇禅寺店

香里園店

牧野店

寝屋川黒原店

大阪本社大阪本社

梅津店

京都

JR京都線
阪急京都線

京阪本線

JR学研都市線

JR大和路線

近鉄南大阪線

近鉄けいはんな線

近鉄線

梅田

南海線

南海高野線

南海本線

JR阪和線

地下鉄御堂筋線

阪急宝塚線

JR宝塚線

阪急神戸線

JR東海道本線

阪神本線

Ｊ
Ｒ
奈
良
線

近
鉄
京
都
線

環
状
線

奈
良

塚本店

今
里
店

大
仙
店

百
舌
鳥
店

石
津
店

十
三
東
店

御殿山店
長
田
店

三津屋店

なんば店 太平寺店
巽店

宝ヶ池店

本山店

大船店 大口店

鎌倉大船モール店

相模原モール店

川崎桜本店

川崎御幸店

大森南店

川崎宮内店

希望が丘店

つつじヶ丘店
調布仙川店

宿河原店

中野駅前店

渋谷東店

大崎ニューシティ店

船堀店

宮
野
木
店

奥
戸
店

奥
戸
街
道
店

葛飾鎌倉店

木
下
店

竹の塚東店

東
尾
久
店南千
住
店

さいたま新都心店

浦和白幡店
指扇店

寄居店 毛呂山店

アクトピア
北赤羽店

六町駅前店

北春日部店

関宿店

増尾店

松
戸
二
十
世
紀
ヶ
丘
店

亀戸店浅草店

市
川
国
分
店

瑞
江
店

篠
崎
店

鹿骨店

深川猿江店

石神井台店

朝霞店 赤塚店

土支田店

平和台店

戸田店

東中野店 新大塚店

新
座
店

西
大
泉
店

府中中河原店

千歳烏山店

中野新井店

笹塚店

前野町店

千川
駅前店

北赤羽店

東向島店

南台店
幡ケ谷店

経堂店

中目黒店

佐倉店

三郷高州店
舎人店

江北駅前店

北越谷店

宮代店

水元店

大崎百反通店

武蔵小山店

京浜蒲田店

鶴見店

東京本社

東京

山
手
線

Ｊ
Ｒ
高
崎
　
線・東
北
本
線

東
武
伊
勢
崎
線

Ｊ
Ｒ
常
磐
線

新宿

東西線

総武線

武蔵野線

JR川越線

JR東海道本線

東急東横線

京王線

JR中央本線

東武東上線

都営三田線

高津新作店
川崎京町店

大泉学園駅前店
石神井公園店

板橋店

仲宿店

志村坂下店

吉川駅前店

扇大橋
駅前店

大森中店

相模原
若松店

馬
橋
店

竹
の
塚
店
西
新
井
店

相模原駅ビル店

東有馬店

向ヶ丘遊園店

吉祥寺駅南店

本店

大谷田店

神
田
和
泉
町
店

近畿圏 （平成23年 8 月31日現在） 首都圏 （平成23年 8 月31日現在）大阪府97店舗　兵庫県11店舗　京都府11店舗　奈良県5店舗

（注）★印の店舗は、新規出店であります。

東京都58店舗　埼玉県13店舗　千葉県8店舗　神奈川県16店舗

（注）1．★印の店舗は、新規出店であります。
（注）2．平成23年 8 月に吉川店（埼玉県）を閉鎖いたしました。11 12



株式情報

役員一覧

会社概要

単元未満株式の買取請求のご案内

北海道
71,326株（0.13）
19名

東北
40,512株（0.08）
45名

関東
37,175,122株
（69.55）
1,029名

中部
756,250株（1.41）
234名

近畿
14,735,455株（27.57）
1,076名中国

185,378株（0.35）
84名

四国
96,797株（0.18）
57名

九州
56,891株
（0.11）
68名

〈地域別分布状況〉
（　）内は構成比率％
●合計
　　53,450,800株（100.00）
　　2,647名
●外国
　　333,069株（0.62）
　　35名

（注）※は、代表取締役であります。

（平成23年 8 月31日現在）

（平成23年 8 月31日現在）

（平成23年 8 月31日現在）
〈所有者別分布状況〉

本　　店
〒103-0023
東京都中央区日本橋本町二丁目 6番 3号
電話（03）3661−4001（代）

大阪本社
〒533-8558
大阪市東淀川区東中島一丁目19番 4 号
電話（06）6815−2630（代）

東京本社
〒110-0016
東京都台東区台東一丁目 2番16号
電話（03）5807−5111（代）

株式の状況

発 行 可 能 株 式 総 数 120,000,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 53,450,800株

株 主 数 2,647名

大　株　主

清 信 興 産 株 式 会 社 10,764,000株

三 菱 商 事 株 式 会 社 10,437,000株

財団法人ライフスポーツ振興財団 3,229,200株

ラ イ フ 共 栄 会 2,375,912株

住友信託銀行株式会社 2,264,000株

農 林 中 央 金 庫 2,100,276株

株式会社三井住友銀行 1,780,000株

三菱UFJ信託銀行株式会社 1,500,000株

株式会社みずほコーポレート銀行 1,435,000株

株 式 会社りそな銀行 1,035,000株

株式会社三菱東京UFJ銀行 1,035,000株

所有者 株主数
（名）

株式数
（株）

構成比率
（％）

金 融 機 関 39 14,998,326 28.06

証 券 会 社 19 17,196 0.03 

そ の 他 の
国 内 法 人 410 33,103,309 61.94

外 国 法 人 等 35 333,069 0.62 

個人・その他 2,143 3,015,982 5.64 

自 己 株 式 1 1,982,918 3.71

合 計 2,647 53,450,800 100.00

※取締役会長兼CEO 清 水 信 次
※取締役社長兼COO 岩 崎 高 治
取締役副社長 下 吉 博 孝
常務取締役 高 橋 典 久
常務取締役 並 木 利 昭
常務取締役 ⻆ 　 董 雄
取締役相談役 大 山 綱 明

取 締 役 染 谷 敏 夫
取 締 役 福 田 雅 則
取 締 役 久 保 光 弘
取 締 役 内 田 良 一
監査役（常勤） 西 川 　 昇
監 査 役 浜 平 純 一
監 査 役 真 木 光 夫

本店及び各本社

商 号 株式会社ライフコーポレーション
LIFE　CORPORATION

創 業 明治43年

設 立 昭和31年10月24日

資 本 金 10,004,000,000円

従業員の状況 人数　5,497名
平均年令　37.8才
平均勤続年数　12.8年

店 舗 数 219店舗
近 畿 圏�124店舗

大阪府97店舗
兵庫県11店舗
京都府11店舗
奈良県 5店舗

首 都 圏� 95店舗
東京都58店舗
埼玉県13店舗
千葉県 8店舗
神奈川県16店舗

　単元未満株式の買取請求とは、 1単元（100株）未満の当社株式を、株主様が当社に対して時
価で売却することができる制度です。

　 1単元（100株）未満の株式は証券取引市場で売買していただくことができません。
　
　単元未満株式の買取りに関するお手続き
（ 1）証券会社に口座を開設されている株主様

口座を開設していただいているお取引先の証券会社にお問い合わせください。

（ 2）証券会社に口座を開設されていない株主様
証券会社の口座に記録をしていない単元未満株式は、当社が住友信託銀行株式会社に開
設をした特別口座に記録されておりますので、下記の照会先にお問い合わせください。

郵便物送付先 〒183−8701
及びお問い合わせ先 東京都府中市日鋼町 1番10

住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL  0120−176−417

インターネットホームページURL http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/
retail/service/daiko/index.html
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株主メモ

事 業 年 度 毎年 3月 1日から翌年 2月末日まで
定 時 株 主 総 会  5 月
基 準 日 定時株主総会　 2月末日

期末配当金　　 2月末日
中間配当金　　 8月31日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めた日

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出及びご照会は、
口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていな
い株主様は、下記の電話照会先にご連絡ください。

株主名簿管理人及び 大阪市中央区北浜四丁目 5番33号
特別口座の口座管理機関 住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人 大阪市中央区北浜四丁目 5番33号
事 務 取 扱 場 所 住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵 便 物 送 付 先） 〒183−8701
東京都府中市日鋼町 1番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電 話 照 会 先） 0120−176−417
（インターネットホーム
ペ ー ジ Ｕ Ｒ Ｌ ）

http://www.sumitomotrust.co.jp/STA/retail/service/daiko/ 
index.html

公 告 方 法 電子公告により、当社ホームページに掲載いたします。
ただし、電子公告を行うことができない事故その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して
公告いたします。
公告掲載アドレス
http://www.lifecorp.jp/

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　市場第 1部
大阪証券取引所　市場第 1部

単 元 株 式 数 100株

【特別口座について】
株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかっ
た株主様には、株主名簿管理人である上記の住友信託銀行株式会社に口座（特
別口座といいます。）を開設いたしております。特別口座についてのご照会及び
住所変更等のお届出は、上記の電話照会先にお願いいたします。


